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Ⅰ　国際税務の基礎的事項

（１）テーマ別の理解方法

　ケーススタディの解明を行う場合、事例の中心的な事項（いわゆるコアの

部分）と、派生した部分を考える必要がある。

　例えば、事例として多く出る非居住者の退職金の課税では、選択課税の部

分がコアで、この部分を理解することで、派生部分の結論が得やすくなる。

また、給与所得の短期滞在者免税も適用３要件の理解がコアで、その要件を

少し変えた事例が派生部分である。

　本書は、各テーマの項目を立てて、「（１）理解のポイント」として、コア

の部分を説明している。ここで重要なことは、関連する法令、租税条約の条

文の把握であり、そうすることで、続く事例の分析で、結論が導かれること

になる。

（２）ケース・メソッドの基本ルール

　ここで使用しているケース・メソッドとは、簡単にいえば、事例を設けて

それに解答するという方式のことであるが、この方式には、メリットとデメ

リットがある。メリットは、具体的な内容を取り上げての解説になることか

ら、読者の方々の理解を早める効果がある。他方、デメリットは、事例の範

囲が限定されていることから、汎用性に欠けるということである。

　本書では、このようなケース・メソッドの欠点を補うために、一定のルー

ルに基づいて事例の結論を導いている。

　まず、基本的な立ち位置として、あくまでも、「日本における課税関係」

が主眼である。

　また、ケース・メソッドには次のものが使用される。

①　国内法（所得税、法人税、相続税等）

②　日本が締結している租税条約

　上記のように限定すると次のような質問が出ることが想定できる。

ケーススタディ解明の基本ルール1
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2　PE

職所得のうち、国内の勤務に基因する部分については、源泉分離課税となる。

この事例で損益通算されるのは、総合課税される所得であることから、Dの

場合は、損益通算できない（所102、所令258①二）。

（１）理解のポイント

イ　PEに関する規定

　租税条約において、恒久的施設（Permanent Establishment：PE）は、事

業を行う一定の場所であって企業がその事業の全部又は一部を行っている場

所と定義されている。国内法ではPEは定義がなかったが、平成26年度の税

制改正において、定義規定が創設されている。PEの例示としては、事業の

管理の場所、支店、事務所、工場、作業場、鉱山等の天然資源を採取する場

所等があるが、租税条約ごとにその内容は若干異なっている。

　なお、国内法の規定は以下のとおりである（所２①八の四、法２十二の

十九）（下線筆者）。

恒 久的施設　次に掲げるものをいう。ただし、我が国が締結した所得に

対する租税に関する二重課税の回避又は脱税の防止のための条約にお

いて次に掲げるものと異なる定めがある場合には、その条約の適用を

受ける非居住者又は外国法人については、その条約において恒久的施

設と定められたもの（国内にあるものに限る。）とする。

イ 　非居住者又は外国法人の国内にある支店、工場その他事業を行う一

定の場所で政令で定めるもの

ロ 　非居住者又は外国法人の国内にある建設若しくは据付けの工事又は

これらの指揮監督の役務の提供を行う場所その他これに準ずるものと

して政令で定めるもの

ハ 　非居住者又は外国法人が国内に置く自己のために契約を締結する権

PE2
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Ⅱ　個人の国際税務のケーススタディ

に係る限度税率には影響はない。

④　BEPS条約の制定の背景として大手IT企業による租税回避があったこ

とから、PEに関する租税回避防止規定が強化されている。

（２）事例（２－１）海外に期間限定で出店した場合の課税関係

（事例）

　飲食業を営む内国法人が海外のイベントからの依頼で約半年間そのイ

ベント会場においてレストランを経営した。この場合、内国法人は期間

が限定され、かつ短期間であったことから、イベント開催国において課

税関係は生じないものと考えたが、この考え方は認められるのか。

結論

　この事例のレストランは、PEとみなされて現地で課税されることになる。

参考事例として、米国における事例で、デンマーク法人が米国において連続

する２年間でそれぞれ６か月（４月中旬から10月中旬まで）の間、ニューヨー

クの世界博覧会のパビリオン内のレストランを経営したことがある。同法人

は、米国・デンマーク租税条約第２条及び第３条に規定するPEを通じて米

国で事業を行ったものとみなされて、レストランの所得は米国で課税となっ

た（Rev. Rul.67-322）。

解説

　PEの判定方法の基準として確立したものはないが、米国の文献（Rhoades 

& Langer, U. S. International Taxation and Tax Treaties, Matthew Bender, 

Ch.44）において説明されている恒久的施設の判定のための３つのテストは

次のとおりである。

① 　資産テスト（asset test）は、源泉地国に保有されている支店、事務所、

店舗、工場等のある種の資産が恒久的施設を構成するか否かを決定する際

に使用される。
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